
認定森林施業プランナー 冨永光幸氏

天草地域森林組合の外観

プラン(見積 ) 書

プラン (精算 ) 書

組合施設内の加工工場の様子

認定森林施業プランナー 浦中伸氏

　天草地域森林組合は、熊本県南西部に位置し、
平成14年度に3組合が合併してできた広域森林
組合である。現在は搬出間伐等の林産が主体で、
そのほかに造林・保育、製材・木材加工、木材製品
販売等幅広く事業を展開している。最近ではバイオ
マス発電事業の一環として、間伐材チップの供給等
にも取り組み収益源として成果を上げてきている。
　森林施業に関わるプランニング業務を担当して
いる方が若手を中心に12名、そのうち認定森林
施業プランナーが 7 名と全国的に見ても多くの
認定森林施業プランナーを輩出している事業体
である。
　管内の森林面積 57,047ha のうち組合員所有
面積は35,492ha、そのうち人工林面積14,196ha
（人工林率 40％）となっており、人工林のスギと
ヒノキの割合はスギが30％、ヒノキが70％程度
とスギに比べてヒノキの割合が高い。立地条件
の影響であるかは不明だがスギ・ヒノキの成長量
は熊本県内でも比較的低く、樹幹が円錐形状に
成長し、樹高が14 ～15m 程度で歩留まりが悪
いため、1本の立木から1～ 2 玉程しか取れない。

　木材価格が低迷している状況下で、組合として
この先加工事業だけでは組合員への還元はもと
より、職員に給料を安定的に出して行くことが
困難になってくるという経営的な問題がある。
そのことから、事業を拡大していくにあたって
は、補助金等を上手く活用しながら森林組合の
基本となる森林整備事業に力を入れていく必要
があり、提案型集約化施業に取り組み始めた。
施業面積を拡大していきながら組合員の森林施業
を中心的に林産に力を入れ、組合員の方々にも
できるだけ利益還元をしたいという思いもあり、
立地や生育条件が悪い中、工夫をしながら搬出
間伐に取り組んでいる。
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提案型集約化施業の要は所有者との信頼関係！
認定森林施業プランナー所属事業体名認定森林施業プランナー

■事業体と地域の概要

　天草地域は平均して人工林率が 40％である。
人工林が地理的に集中して植栽されているところは少
なく、天然林の中に点在する森林形態が多いので、
まずは人工林の集中した地域、並びに推進締結を進
めてきた長期（20年間）計画の森林経営委託契約受託
率の高い地域や施業履歴を確認し、近年中に間伐を必
要とする地域から優先的に森林経営計画を立てている。
　一人のプランナーが2～3の森林整備班を持って
いるので、現場の施業については現場技術者の班長
に作業指示書を出し、路網選定は班長と一緒に現場
を案内して歩いて決めている。道づくりにおいては研修
等で学んできたことをそのまま自分たちの地域に導入
するのではなく、地形や土質等を考え自分たちの地域
に合った道づくりを行なうようにしている。水を逃が
す排水溝も、現場の材を利用してその山に合った自然
の物や地形を活用して、必要最小限に抑えた安全な
道づくりを心がけているとのことである。
　平成20年度から集約化施業に取り組んできた中で、
集約化施業の事例発表会や研修に関しては冨永氏と
浦中氏が中心となって参加し、そこで学んだ知識や
技術等は業務を通じて他の職員にもできるだけ伝
えるようにしていると言う。組合では、現在各地区に
地区担当（プランナー）を一名配置して業務を行なっ
ているが、現場では約120名もの現場技術者が従事
しており、それらの現場技術者の仕事を確保していく

■森林施業プランナーの業務と課題

■提案型集約化施業に
　取り組むことになった経緯

　地域の森林所有者の意識として、人工林率や樹木
の生長量が低いことなどが理由で山への関心が低く、
座談会を開催しても1、2割程度しか集まらないのが
現状だと認定森林施業プランナーの冨永光幸氏と
浦中伸氏は言う。そこでプランナーはまず営業マン
のように森林所有者の元へ地道に通い、プラン（見
積）書を提示して説明するところから始める。プラン
書は現場ごとに作成しており、お年寄りの方にも
できるだけわかりやすいように記載項目を厳選し、
専門用語をなるべく使用せずに説明している。また、
これだけの費用がかかってこれだけお返しできる等
還元額についても簡潔に説明し、きちんと事業の
内容を理解していただくことを一番に心がけている
とのことである。

　しかしながら、森林所有者との契約の際には、昔
からの地域の事情やそれぞれの関係性もあって、
どうしても若手の地区担当者（プランナー）だけでは
了解を得ることが困難な場合がある。そのような時
は、地元の”推進協力員” という方々の協力を得なが
ら取り組んでいる。推進協力員は、地域の事情に詳
しく、昔から地域のリーダー的な存在である方なの
で所有者からの信頼も厚く、そういう立場の方と一
緒に伺い説得することでうまく契約を取り付けられ
る。さらに、推進協力員から直接森林所有者へ契約
の取り付けをお願いすることもあり、その際には面
積に応じて成功報酬を支払うという方式をとる等、
推進協力員の方々の協力というのが、集約化施業の
推進に拍車をかけるようになったとのことである。

■地域のリーダー！
『地元推進協力員』と連携して進める集約化

※太字が今回取材対応森林施業プランナー

   冨永光幸　浦中 伸　由本仁士
米丸一也  山辺 誠  谷口浩幸  矢田勇喜

地域の森林現状並びに施業集約化実績

地域の森林等の現状

天草市、上天草市及び天草郡苓北町 個人所有・自社林市町村の範囲
地区内森林面積
うち組合員所有面積
うち人工林面積

10ha
57,047ha
35,492ha
14,196ha

40%
7,329 人

0人

組合員所有森林の人工林率
正組合員数
准組合員数

施業集約化の実績

【住所】熊本県天草市楠浦町 9946－1

熊本県　天草地域森林組合

集約化箇所数
森林所有者数
集約化面積
利用間伐面積
搬出材積
路網開設延長

H23年度
12箇所
421人
1,809ha
641ha

11,185 ㎥
91,924ｍ

H24年度
12箇所
434人
1,994ha
952ha

10,064 ㎥
113,735ｍ
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　今までのプランナー業務の中で一番大変だった
ことは、現場技術者の毎日の仕事を確保すること
（営業）だと浦中氏は言う。
　浦中氏の場合、前任の担当者から引き継いで提
案型集約化に取り組み始めたが、なかなか所有者
からの承諾を得ることができず、まずは所有者と
の信頼関係を築くところから始めていった。足繁く
所有者を訪ねて直接見積書を渡して丁寧に説明し、
納得いただくまで通うようにしていると言う。また、
仕事以外での地域活動、例えばスポーツイベント
や公民館での集会等に参加することで所有者と知
り合うことも頻繁にあり、それをきっかけに仕事
を優先的に任せてもらったりもしている。また、
地元の推進協力員の協力を得て提案する際は必ず
同席し、顔をつないでもらうなど、地域の交流の
場や人を大切にしている。このように積極的に所
有者との接触回数を増やして丁寧な対応をしてい
くことによって、一歩ずつではあるが信頼関係を
築いていった。最近、ある所有者の方から「何を
するにしても、担当（浦中氏）に相談しないと怒
られてしまう。」と言われた時は、関係性が築けた
と感じとてもうれしかったとのことである。
　また、冨永氏と浦中氏の上司である井手近志課長
は、浦中氏と一緒に営業に行った際、見積書を持
参し、丁寧に説明する浦中氏の姿を所有者はきち
んと見てくれていると感じたと言う。こういった
地道な活動の成果が出てきているのか、今では「彼
なら大丈夫だ」、「頼んでみようか」といった所有
者からの声が多く聞かれ、個人そして組合の信頼
回復にもつながってきていると言う。

■森林所有者とのつながりを大切に

　浦中氏はこれから間伐に目を向けていく中で特
に搬出間伐に取り組んでいき、そのためには所有
者の理解と協力が必要不可欠になるので、これか
らも所有者宅への訪問、声掛け、地域のイベント
への積極的な参加等、コミュニケーションを取る
ことに重点をおいていきたい。また、プランナー
間での情報やノウハウの共有も大切であることか
ら、組織内部においてもコミュニケーションの活
性化を図っていきたいとのことである。
　一方冨永氏は、この地域は立地条件や生育条件
が乏しい地域ではあるが、1林分と小さな面積で
あっても生産の方法を検討しながら取り組んでい
き、現在の間伐を主体とする施業から、いずれは
主伐にも取り組んでいきたいとのことである。

には、日々営業をかけて仕事を取ってくる必要がある。
材価低迷が続く状況の中、所有者から自発的に施業
を依頼してくることは少ないので、施業計画を作成し
て営業に行くという業務の中で蓄積されるノウハウが
プランナーとしての育成にも繋がる。そういう意味で
は、研修で学んできた知識や技術をきちんと伝える
ことに大きな意味があると冨永氏は言う。
　こういったプランナーの内部育成もあってか、平成
24年度は集約化面積1,994haのうち、私有林での
搬出間伐面積を952haとする等、集約化施業として
の実績を挙げてきている。
　課題としては、森林の所有規模が小規模零細である
ことから、所有者や所有地、境界調査、さらには森林
現況明細等の作成に時間と労力を要してしまう。また、
計画団地内の実施申請面積が 5ha以上の為、施業
年度の調整が必要になる場合も少なくないということ
である。地域的な特徴でいえば、急峻な地形なため
森林作業道の開設が困難な場所も多くあり搬出間伐
が難しい。無理に道をつけてしまうと事故にもなりか
ねないので、そこは技術と工夫が必要な部分である。
また、天草一帯は多くの小さな離島が存在しており、
そこを含めた森林経営計画の作成と施業も行なって
いかなければならない。しかし搬出には船を使用する
ことになるためコストがかかり、ほとんどは切捨間伐
しか行なえない。今後は、そのような地域の対応策
を考えていかなければいけないとのことである。

■それぞれ目標を持って集約化を推進

　井手課長は、天草という地域性における課題に
ついては、今後も知恵を絞って対応していかなく
てはいけないと言う。熊本県内でも樹木の成長量
が低い地域だからこそ、どうやって伐っていけば
よいか、収穫した材をどのように売っていくかを
考えなければならない。経営の部分においては、
所有者へお返しする金額を少しでも多くすること
や、職員や現場技術者の所得をきちんと確保して
いくためにも、組合が一つの自立した企業である
ということを職員全体に意識付けしていかないと
いけない。そのためにも、集約化施業に取り組ん
でいく上での要でもある所有者との関係性を何よ
りも大切にしていく必要がある。当組合では、現在

座談会形式による所有者への説明や同意の取り付
けは行なっていない。これまで何度か試みたが、
呼びかけを行なっても所有者が集まらない。やは
り、お互い顔を知っている間柄でないと、うまく
進まない。そのことから、地区の担当のほとんど
をその地域の出身者にして、親しみやすく、より
地域に詳しい人に任せるようにしている。所有者
のところへ直接足を運んで色々な話をすることで
相手からも情報をいただけるし、要望等があるな
らばすぐに対応する。その積み重ねこそが信頼を
築いていくことになるので、プランナーにはその
姿勢を持ち続けて取り組んでほしい。集約化を行
なっていく中で、所有者の窓口、営業を担当する
プランナーにとって “信頼”というものが一番大事
なことであるとのことである。

■所有者との信頼を
   築くことがプランナーの役目

天草地域森林組合の森林施業プランナー業務のポイント

　提案型集約化施業を行なうには、条件が不利
（小規模面積・成長量が低い・人工林が点在して
いる等）な地域でありながらも、12名の森林施
業プランナーを中心に日々営業（提案）を行なっ
ていき、120 名程の現場技術者を動かしていく
ことがプランナーの育成にもつながっていた。地元
の推進協力員の力も活用しつつ、所有者一人ひ
とりへの丁寧な対応を積み重ねていくことで、
信頼関係を築けていることが地域的条件の不利
を克服しているのではないかと思われる。所有
者への営業というのは、集約化を進める上で全
国的に見ても共通の課題点が挙げられると思う

が、「相手にどう伝えるか」、「相手から本音をど
う引き出すか」、そして「それに対しどのように
答えるか」といった基本的なコミュニケーション技
術と、所有者への丁寧な対応が重要なポイントで
あるということを改めて感じさせられた。また、
提案型集約化施業を行なっていくプランナーと
して、地域の不利な条件、課題に負けずに知恵
を出して一歩一歩取り組んでいく姿勢が随所に
見られた。これからもまた、地域や所有者から
の信頼をさらに強固なものとし活躍していただ
けることを期待したい。

林地内で施業計画について説明している様子

（左から）浦中氏、冨永氏、井手課長、打ち合わせの様子

林地内において所有者へ作業を実演・説明している様子 所有者に施業内容を説明する浦中氏



　田中林業は、鹿児島県北西部に位置する薩摩
川内市陽成町に事務所を置き、現代表取締役社長
田中浩徳氏の先代から素材生産を中心に林業を
生業としている。従業員数は全員で14名（総務課
2名、森林整備課1名、林産班：直営 3 班 9名、
土木班：直営 1班 2名）である。保有機械はザウ
ルスロボ、フォワーダ、プロセッサ、スイングヤー
ダ等があり、作業システム上自社の機械のみで
施業を行なうことが可能である。

活動地域は、川内市の北部を中心に管内の森林面積
約45,034haであり、民有林が9割を占めている。
人工林でのスギ・ヒノキの割合はおおよそ半々で、
その外にシイ・カシ等の広葉樹も繁茂している。

　現在集約化を行なっている地域は一人当たりの
所有面積が特に小さく、平均すると0.3～0.5ha程
であるが、漏れがないようにすべて集約化すること
を心がけて行なっている。田中林業は近隣の地域
では知名度もあり、所有者とはよい関係が築けて
いるが、その分信頼して任せていただいていると
いう大きな責任を持って取り組む必要がある。

　集約化を行なう前の事前調査では、集約化区域内
の所有者、面積、地番と地目等の情報を市役所の
土地台帳で調べ、一つ一つ図面に落としていく。
その上で、現地ではGPSや地籍図を活用して境界
確認や森林現状を把握する作業を行なう。今はこれ
をプランナー一人で行なっており、非常に労力が
いる作業ではある。それらの情報を入れ込み、キャ
ドで作成した図面を実際に現場技術者に持たせて
いる。これがあると、現場での確認の際に所有者
が誰で、面積がいくらか、作業道はどこに入って
いるのかが一目でわかる。今後はGIS の導入等に
よって精度を上げ、作業の効率化を図っていくと
いうことである。

　所有者への提案は、昨年から座談会を開いている
が認知度も低く、森林組合のように集客できない
ということもあり、ほとんど個別訪問で対応して
いるのが現状である。なかなか同意が得られない
所有者には、山の状況や写真を付けてプラン書を
提示しながら再度交渉を行なっている。不在村所有
者も全体の半数程おり、特に東京や大阪など遠方
にいる方とは手紙でやりとりをすることもある。
その数は年間に7、8件はあるという。不在村所有
者が全国的にも増えている中、プライバシー保護等
で追跡調査も困難な箇所などは准フォレスターから
声をかけていただき、地域のコミュニティをうまく
活用して集約化施業に取り組んでいる。これは、
鹿児島県が制度化した「持続的森林経営確立総合
対策実践事業」である。今後もこの制度を利用しな
がら取り組んでいくとのことである。

　実際に施業を行なう際は、所有者が実際に山に
入ってくる場合もあり、その時はなるべく声をかけ、
所有者の意向を聞くようにしている。また、現場
の入口に図面を掲示して、現在の様子や全体の作
業手順が分かるようにし、現場の視察を希望する
所有者もいるので、その案内文と担当の電話番号
等を掲示板に明記する等、所有者への説明と安全
管理に十分配慮して行なっているとのことである。
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■事業体と地域の概要

　平成24年度については2箇所の集約化を行なって
おり、集約化面積が 178haと平成 23年度実績の
58haを大きく上回っている。この背景には、以前まで
針葉樹の間伐のみが集約化という考えで行なっていた
が、昨年度からは、広葉樹も含めて森林経営計画を
立てることになったので、その分集約化の面積も増えた
というのが大きな要因になった。その中で利用間伐面積
は21.6ha、搬出材積は2,351㎥、間伐を行なった
団地の所有者が59人と、一人当たりの面積が非常に
小規模であることから、所有者へは面積換算でなく、
個人の材積ごとに精算した。そのため所有者の林分ご
とに図面上で色を分け、材には所有者の色と名前、
地番を記載して土場ごとに管理している。一人ずつの
材積が出るので、精算書は所有者ごとに作成しており
作業は大変ではあるが、所有者からの信用性も高まる
のでそこは強みだと感じ対応しているとのことである。

■森林の所有規模が零細でありながらも、
　丁寧に集約化施業に取り組む

地域の森林現状並びに施業集約化実績

地域の森林等の現状

旧川内市 個人所有・自社林市町村の範囲
地区内森林面積
うち組合員所有面積
うち人工林面積

21.4ha
45,034ha

-
-

施業集約化の実績

　田中林業では、これまで林産事業に取り組みなが
らも、提案型集約化施業というかたちでの業務は
行なってこなかった。取り組みのきっかけは、この
管内は公社造林地だけでも競合する民間事業体数が
多く、このままでは事業量の確保が難しくなっていく
だろうと予測していたこともあり、森林環境税を
活用した鹿児島県の森林整備事業に取り組む際、
地域周辺の手短な所から集約化を取り組んでいこう
ということから始まった。また、民間事業体として
森林組合と同等に集約化を行なっていけるところを
みせたいという思いもあった。地域の森林のほとん
どが民有林ということもあり、集約化施業に本格的
に取り組むことで新たな事業スタイルを構築させ、
地域密着型の林業経営や山村再生ができるのではな
いかと認定森林施業プランナーの田中佑樹氏は言う。

■提案型集約化施業に
　取り組むことになった経緯

集約化箇所数
森林所有者数
集約化面積
利用間伐面積
搬出材積
路網開設延長

H23年度
3箇所
37人
54ha
33ha

1,649 ㎥
11,648ｍ

H24年度
2箇所
149人
178ha
22ha

2,351 ㎥
13,239ｍ 認定森林施業プランナー 田中佑樹氏

認定森林施業プランナー所属事業体名認定森林施業プランナー

 田中 佑樹
【住所】鹿児島県薩摩川内市陽成町 7324-2

鹿児島県　有限会社 田中林業

座談会の様子

プラン(見積 ) 書

施業現場入り口の案内板

施業の様子



　田中氏は、プランナーとして所有者の同意や
境界確認等の業務も重要だが、ここ一年、特に
意識しているのは自分も含めた従業員の意識改革
だと言う。今までずっと安全管理が疎かになって
いたこともあり、安全会議を開くようにしたり、
それに付随して作業手順書を作成してみたり、ラジ
オ体操をしてみたり、組織従事者としての連帯感
が高まるよう積極的に働きかけている。
　また、森林経営計画については、現在 2 カ所
作成したところではあるが、今後は今まで間伐
して集約化したところを中心に作成し、現場作業
においては、手遅れといわれる場所での初回
間伐は伐る本数も多く手間が掛かるが、こま
　　　　　　　　　　　めに繰り返し実施して、
　　　　　　　　　　　将来的には主伐を行なっ
　　　　　　　　　　　て、その後植栽、植林
　　　　　　　　　　　をして、後世につながる
　　　　　　　　　　　山づくりを行なってい
　　　　　　　　　　　きたいと考えていると
　　　　　　　　　　　　のことである。

鹿児島県　有限会社 田中林業10 准フォレスターと連携して集約化施業に挑む若手プランナー 11

　プランナーの実父でもある田中浩徳社長は、今は
ある程度事業も安定してはいるが、これがいつまで
続くのか見通せない。もっと厳しい状況が来た時に
それを乗り越えるだけの “営業努力” を今のうちに
身につけておかないといけない。特に我々は所有者
から木を売ってもらう、手入れをさせてもらっている
立場なので、やはり信頼性がないと一本も売っても
らえない。そこが一番の基本だと思うので、しっかり
と信頼してもらえる対応をするということが重要。
今年の正月から、集約化施業を実施した後、あるいは
取りまとめをさせていただいた所有者には、今どの
ような状況なのか、今年からまた間伐をさせていた
だきます等のメッセージを添えて年賀状の発送を始め
ている。一回間
伐をして終りで
はなく、年に一
回でもそのよう
な挨拶状を出し
ながら、所有者
と少しでもつな
がっておくこと
が大切だと言う。

　田中林業の主な作業システムとしては、伐倒は
チェーンソー、集材はウィンチ付きバックホウとスイ
ングヤーダで2 班 6 名、造材をプロセッサ、搬出
運搬をフォワーダと10tトラックで1班 3名、すべ
て自社で所有する機械で施業を行なっており、必要
生産性 6㎥／人日を目標としている。

■所有者とのつながりを大切にする

　　鹿児島県の北薩地域は、准フォレスターである奧
　氏を中心にプランナーへのサポート、連携を積極的
　に行ないながら様 な々取り組みに挑戦している地域
　である。その取り組み内容、特徴について紹介する。

『川薩地区森林施業プランナー連絡協議会の設立』
　奧氏が担当している川薩地区には12事業体26名の
森林施業プランナーがおり、そのプランナーのヨコの
連携を保ち、准フォレスターの立場にあるものが本当
のプランナーを育成していくということで、川薩地区
森林施業プランナー連絡協議会を起ち上げた。若手の
プランナーを中心に、集約化についての各種制度・事
業を効率よく活用できるような説明会や、現場を管理
していく技術者の養成等に取り組んでいる。
　具体的には昨年の6月に、提案型集約化を進めてい
くための森林経営計画委託書についての所有者への説
明、受け答えの技術を学ぶ研修、また現場においては、
森林作業道づくりの研修を行なっている。プランナー
の要望を随時聞きながらカリキュラムを組んでいき、
特に加速化事業を導入している民間の事業体には、
さらに質の高い内容で行なっていくことを今年度は考
えているとのことである。

『森林経営計画樹立のための地区役員説明会の実施』
　奧氏は、地域資源の管理を考えていく立場として、
資源量の多いこの地域一帯を森林組合だけではなく、
意欲と実行力のある民間事業体にも提案型集約化に
取り組んでもらいたいと考えており、田中林業とは、
森林経営計画を樹立していくための集落の役員説明会
をこれまでに3回一緒に行なっている。所有者へは
田中林業が案内文を作成して呼びかけ、奧氏等の
県の担当が、中立公平な立場から民間事業体でも
森林組合と同等の作業ができることや、単に一業者
の営利目的の仕事では無いということを説明し理解を
求めている。所有者からは、意欲のある事業体に対し
てはもっとバックアップをすべきではないかというご

意見をいただいており、今後はさらにその取り組みを
強化していきたいとのことである。
『川下の情報も地域全体で共有』
　木材は、水とは逆に低い方から高い方に流れて行く。
いかに高いところに有利に売っていくか、その辺りの
情報については、常に持っているものを提供している。
当然、ある特定の事業体のみに情報提供するのでは
なく、例えば田中林業で話をしたら次は別の民間
事業体、森林組合等にも同じ情報を提供して地域
全体の情報共有を図っているとのことである。

『准フォレスター（林業普及指導員）とプランナー
の連携事例の発表』
　鹿児島県では、平成２４年１０月に国准フォレスター
を含めて「フォレスター等活動推進連絡協議会」を
設立し、その活動の一環として、同年１２月に准フォ
レスターとプランナーが連携してどのような森林づ
くりを行なっているかという事例を「田中林業におけ
る集約施業の取組について」と題して田中佑樹氏に
発表してもらった。その時の事例報告が好評であった
ことを受け、平成２５年２月末に九州森林管理局の
呼び掛けで、九州各県の平成２３年度准フォレスター
研修受講者が九州森林管理局に参集した際にも集約
化の取り組みについての事例を報告してもらった。さ
らには、九州各県の准フォレスターが様々なテーマ
で検討するワークショップにおいて田中氏も班員と
して加わり、グループ討議に参加してもらった。今
後も各地域の准フォレスターとプランナーの取組事
例を増やしつつ、フォレスター等活動推進連絡協議会
などで事例発表の場を作っていくとのことである。

　集約化施業に取り組み始めた当初から、現場技
術者の人数や体制はあまり変動していないにも関
わらず、毎年着実に搬出材積の実績を伸ばしてい
る。平成 23 年度に対して平成 24 年度は間伐面
積こそ小さかったが、搬出材積は137％と上昇し
ている。そのことについては、現場技術者も集約
化施業に取り組んできた当初は搬出間伐の経験が
浅かったが、経験を積むことで技術力が向上して
きた成果だと考えている。その背景には、夕方に
現場技術者が事務所に集まり 1 時間程度のミー
ティングを行い、「今日はこのような状況だった」、
「明日はこの辺りをこうした方がいい」、「こんな
木があったのだけれど、どのような伐り方をした
方がいいか？」等、現場作業について相談する機
会を設け、気軽にコミュニケーションが図れる関
係性をつくってきており、搬出材積量の向上はそ
の成果の表れでもあるといえる。また、プランナー
研修に参加して得た知識を基に、常に現場技術者
と工夫すべき点等を相談しながら施業の効率化を
図っている。
　課題としては、間伐・生産性コスト分析のデー
タを作成するにあたって、現場技術者に個人と機
械の 2種類の日報提出をお願いしているが、まだ
コスト意識が浸透しておらず、今後は現場技術者
にも理解してもらえるように工夫していき、コス
ト面の共有を図っていくとのことである。

■コミュニケーションを取り
　現場技術者の能力向上を図る

■森林経営計画を立てつつ、
　いつかは主伐ができる山へ

田中林業の森林施業プランナー業務のポイント

　認定森林施業プランナーである田中佑樹氏は若手
のプランナーでありながらも集約化施業への取り組
みはもちろんのこと、組織内部の意識改革を行なう
等取り組みの一つひとつに積極的な姿勢がみられた。
　森林施業プランナーと准フォレスターが連携して、
提案型集約化施業に取り組んでいく事例はまだ全国
でも少ない中、この地域では奧氏を中心として森林
組合・民間事業体との情報共有や意見交換、川薩地

区森林施業プランナー連絡協議会の設立等、様々な
取り組みを行なっている。さらに、若手のプランナー
に事例発表の機会を提供し、実際の業務だけではな
くプランナーの成長につながる場をつくる等、お互
いによい関係性を築いている。この地域の取り組み
が一つのモデルケースとなり、今後准フォレスター
とプランナーが連携して提案型集約化施業に取り組
む事例が全国に増えていくことを期待したい。

色分けした所有者林分ごとの区分図

鹿児島県北薩地域振興局　
技術専門員　奧 幸之氏（准フォレスター）

所有者ごとに作成した精算書

活動事例発表会の様子

作業手順書

有限会社 田中林業　田中浩徳社長

准フォレスターとの連携


